
別紙２                                                           

○「人を大切にする」という人材マネジメント基本方針を定め「フェアネスを貫く」「多様性を認め合う」「人を育てる」を３つの柱として、実現を掲げる
○いきいき実践職場の事例紹介や出前両立支援勉強会などの情報提供等、両立支援のための社内環境整備に積極的に取り組む
１　両立支援に関する基本方針 
◇ 多様な人材がそれぞれの能力を発揮して、いきいきと働く企業づくりを目指す経営方針のもと、ポジティブ・アクションの一環として両立支援施策を推進、企業ＨＰやポジティブ・アクション応援サイト等において社内外に宣言
· 次世代育成支援対策推進法に基づく認定マーク（くるみん）を平成１９年度に取得
２　育児休業制度

◇ 制　　度　　子が満２歳まで取得可
◇ 利用状況（過去３年度）

女性の育児休業取得率は平成２１年度からの３年度間連続１００％を達成
男性については、平成２２年度に１名取得
３　介護休業制度

◇ 制　　度　　対象家族１人につき通算１年まで取得可
◇ 利用状況（過去３年度）

　平成２３年度に期間雇用者の男性１名が取得　
４　所定労働時間の短縮措置等
◇ 育児のための制度　

短時間勤務制度 (子が小学校３年生の終期に達するまで利用可)
フレックスタイム制度（期間制限なし）

サービス費用補助制度（子が小学校６年生の終期に達するまで利用可）

◇ 介護のための制度　

短時間勤務制度(最長５年まで利用可)
フレックスタイム制度（期間制限なし）

サービス費用補助制度（要介護認定者を介護する間）
５  その他の制度　
◇ 休業復帰後は休業前年の評価を引き継ぐこととし、休業を昇進・昇格に影響させない
◇ 育児のための所定外労働の制限制度は、子が小学校３年生の終期に達するまで利用可
◇ 子の看護制度は子が小学校３年生の終期に達するまで利用可

◇ 休業終了後の円滑な職場復帰に向けて職場復帰支援プログラム（両立コミュニケーション面談、休業中に従業員が行う社外通信教育に対して１００％費用補助）実施
◇ 育児や介護等の事由により退職する者の再雇用制度を措置
　
６　社内環境整備
◇ 平成２２年の年次有給休暇取得率は平均７５．１％を達成、年休の取得を促す取組（3日連続の年休取得をリフレッシュ休暇と設定、記念日等の年休取得をアニバーサリー休暇と設定）により、年次有給休取得率が向上
◇ 人員補充等の配慮
両立支援制度利用職場における要因体制の基本的な考え方を方針として策定、イントラ掲示板へ掲出して周知し、制度を利用しやすい環境を整備
◇ 役立つ情報提供
およそ月一のペースで職場における好事例を取り上げ、イントラで紹介（いきいき実践職場の事例紹介）

希望する職場に人事グループ担当者が出向いて制度等を直接説明、休業者等を取り巻く周りの意識を変える取組を実施（出前両立支援勉強会）
  ◇ 仕事と家庭の両立推進フォーラムを年1回開催し、育児休業者とその上司及びこれから出産等の予定がある従業員に対し、情報提供を実施
◇ 管理職に対し、両立支援制度の内容、適正な運用について理解を深めるための研修を実施
◇ 従業員に対し、育児や介護に関する制度を正しく理解し、積極的に活用してもらえるよう、制度について分かりやすく解説した「両立支援ガイドブック」を作成、配付し、常時必要な情報が入手できるよう環境を整備
◇ 年に１回両立支援の意識調査（ポジティブ・アクションアンケート）を実施、次の施策へ生かす取組を実施
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